
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　情報通信装置と局内光ファイバ回線で結合された第１の波長多重伝送装置をもつ送信部
と、前記第１の波長多重伝送装置と局間光ファイバ回線で結合された第２の波長多重伝送
装置をもつ受信部とからなる波長多重光伝送システムにおいて、
　前記第１の波長多重伝送装置は、
　前記局内光ファイバ回線で伝送される第１の光情報信号を受信し、波長の異なる複数の
第２の光情報信号に変換する第１のトランスポンダ装置及び前記複数の第２の光情報信号
を前記第１の光情報信号を合波して第３の光情報信号に変換し前記局間光ファイバ回線に
送出する出力する光送信手段とを有し、
　前記第２の波長多重伝送装置は、
　前記第３の光情報信号を分波し、前記波長の異なる複数の第２の光情報信号に変換する
光受信手段と、該複数の第２の光情報信号を前記第２の光情報信号より高速な第４の光情
報信号へ変換し外部の局内回線に結合する第２のトランスポンダ装置とを有することを特
徴とする波長多重伝送システム。
【請求項２】
　前記第２のトランスポンダ装置に、前記波長の異なる複数の第２の光情報信号が前記局
間光ファイバ回線で生じた遅延誤差を打ち消す伝搬遅延時間差補償回路が設けられたこと
を特徴とする請求項１記載の波長多重伝送システム。
【請求項３】
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請求項１又は２記載の波長多重伝送システムにおいて、前記第１のトランスポンダ装置は
前記第１の光情報信号を受信し第１の電気情報信号へ変換する光受信機と、前記第１の電
気情報信号を前記第１の電気情報信号より低速な複数の第２の電気情報信号に分離する分
離回路と、前記複数の第２の電気情報信号をそれぞれ波長の異なる複数の第２の光情報信
号に変換する局間伝送用光送信機を有し、
前記第２のトランスポンダ装置は前記複数の第２の光情報信号をそれぞれ複数の第３の電
気情報信号へ変換する局間伝送用光受信機と、前記複数の第３の電気情報信号を時分割多
重し第４の電気情報信号とする多重回路と、前記第４の電気情報信号を前記第３の光情報
信号より高速な第４の光情報信号へ変換する局内伝送用光送信機とを有して構成されたこ
と特徴とする波長多重伝送システム。
【請求項４】
請求項３記載の波長多重伝送システムにおいて、第１又は２の波長多重伝送装置の少なく
とも一方は上記第１のトランスポンダ装置及び第２のトランスポンダ装置を兼ね備えるこ
とを特徴とする波長多重伝送システム。
【請求項５】
請求項１、２又は３に記載の波長多重伝送システムにおいて、前記第１のトランスポンダ
装置に前記複数の第２の光情報信号を多重化して前記第３の光情報信号に変換する波長合
波器が組み込まれたことを特徴とする波長多重伝送システム。
【請求項６】
請求項１、２又は３に記載の波長多重伝送システムにおいて、前記第２のトランスポンダ
装置に前記第３の光情報信号を前記波長の異なる複数の第２の光情報信号に変換する光分
波器が組み込まれたことを特徴とする波長多重伝送システム。
【請求項７】
請求項１ないし６の何れかの一つに記載の波長多重伝送システムにおいて、前記第１又は
第２の波長多重伝送装置の少なくとも一方がＳＯＮＥＴ・ＳＤＨ・ＡＴＭの多重・分離・
交換・スイッチング・障害復旧・ビットレート変換・アッドドロップ機能部を備えたこと
を特徴とする波長多重伝送システム。
【請求項８】
　請求項１ないし６の何れかの一つに記載の波長多重伝送システムにおいて、前記第１又
は第２の波長多重伝送装置の少なくとも一方がＩＰパケットのスイッチング、ルーティン
グ、ブロードキャスト、インタフェース変換機能部を有することを特徴とする波長多重伝
送システム。
【請求項９】
　請求項１ないし６の何れかの一つに記載の波長多重伝送システムにおいて、前記第１の
トランスポンダ装置が前記第１の光ファイバ回線の監視情報信号を追加して多重する手段
を持ち、前記第２のトランスポンダ装置が前記監視情報信号を抽出する手段をもつことを
特徴とする波長多重伝送システム。
【請求項１０】
請求項１ないし６の何れかの一つに記載の波長多重伝送システムにおいて、前記第１のト
ランスポンダ装置に、誤り訂正信号を追加して多重する手段が設けられ、前記第２のトラ
ンスポンダ装置に、前記誤り訂正信号を抽出し誤り訂正を行う手段が設けられたことを特
徴とする波長多重伝送システム。
【請求項１１】
　請求項３いし６の何れかの一つに記載のトランスポンダ装置において、前記局間伝送用
光送信機又は前記局内伝送用光受信機の少なくとも一方は複数個あり、前記複数個の内の
一部が現用又は高優先度の送受信機、他方を予備もしくは低優先度の送受信機とし、回線
に障害発生時に前者によって伝送されていた情報信号を後者に切替えて伝送するように構
成れたことを特徴とする波長多重伝送システム。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
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【発明の属する技術分野】
本発明は、波長多重光伝送装置及び波長多重伝送システム、更に詳しく言えば、光ファイ
バ中に波長の異なる複数の光信号を多重して情報伝送を行う波長多重光伝送システム及び
それに使用するトランスポンダ装置及び波長多重光伝送装置に関るものである。
【０００２】
【従来の技術】
波長多重（ＷＤＭ）光伝送方式は光ファイバ通信の大容量化に極めて有効な手法である。
従来の波長多重光伝送システムの代表的な構成例は、図５に示すように、数ｋｍから数１
０００ｋｍ離れた２地点に設置された局１４１－１、１４１－２に、それぞれ波長多重光
伝送装置（送信側）１５２、波長多重伝送装置（受信側）１５３が配置され、両局の間は
局間光ファイバ回線１４４－１、１４４－２と、波長多重光中継機１５１を介して接続さ
れている。なお、図は局１４１－１から局１４１－２への伝送のみを示しているが、通常
は逆方向の波長多重伝送装置と組み合わせて用いるのが一般的である。
【０００３】
送信側局１４１－１内にはＳＯＮＥＴ（ Synchronous Optical NETwork）／ＳＤＨ (Synchr
onous Digital Hierarchy)端局やＡＤＭ装置、ＩＰルータ等の情報通信を行う従来の情報
通信装置１５０－１、１５０－２が配置され、局内光ファイバ回線１４２－１～１４２－
ｎを介して波長多重伝送装置１５２に光信号を送信する。局内光ファイバ回線１４２は通
常数ｍ～数１０ｋｍ程度の距離であり、例えばＯＣ－１２（６００Ｍ bit／ｓ）、ＯＣ－
４８（２ .５Ｇ bit／ｓ）等のＳＯＮＥＴ／ＳＤＨ信号フォーマットが用いられる。
【０００４】
局内光ファイバ回線１４２用の光送受信機にはコスト面から１．３μｍ帯等の波長帯で動
作する半導体レーザのＩＭ／ＤＤ（直接変調・直接受信）方式が用いられる。局内光ファ
イバ回線の伝送光信号は波長帯や波長間隔、波長純度、波長精度、信号の分散耐力等の問
題から、長距離の光ファイバを波長多重伝送するには不向きであるため、送信側トランス
ポンダ装置１２０－１～１２０－ｎを用いて、局間波長多重伝送用の互いに異なる複数の
波長の光信号（λ１～λｎ）に変換された後、光合波器１４５によって波長多重され、局
間光ファイバ回線１４４－１に出力される。
【０００５】
局間光ファイバ回線１４４－１で伝送された波長多重光信号は、光中継機１５１によって
中継増幅され、局間光ファイバ回線１４４－２を伝送され、受信側の波長多重光伝送装置
１５３に入力され、波長分波器１４６によって波長λ１～λｎの光信号に波長分離された
後、それぞれ受信側トランスポンダ装置１３０－１～ｎに入力される。
【０００６】
従来の送信側トランスポンダ装置１２０は、図６に示すように、局内側入力ファイバ１４
２からの波長λａの光信号を局内伝送用光受信機１２３で受信した後、その光信号を局間
伝送用光送信機１２４によって波長多重用の光信号（波長λ１）として局間伝送用信号フ
ォーマットに変換して出力する。
【０００７】
局間伝送用の光信号の波長は、通常光ファイバアンプでの増幅に適した１．５μｍ帯であ
り、一般にＷＤＭ用の波長として規格化された波長グリッド（５０ＧＨｚ、１００ＧＨｚ
、２００ＧＨｚ間隔）に合致している。また局間伝送距離は最大数１００～数１０００ｋ
ｍに達することがあるため、長距離伝送に適した外部光変調の変調方式が用いられること
が多い。局間伝送用信号フォーマットは基本的には局内伝送用のフォーマットと同じＳＯ
ＮＥＴ／ＳＤＨのフォーマットが広く用いられているが、近年、トランスポンダ間のセク
ション誤り訂正機能や監視機能を追加した波長ラッパー（Ｗｒａｐｐｅｒ）も検討されて
いる。
【０００８】
受信側トランスポンダ装置１３０は、図７に示すように、局間側入力ファイバ１３１から
入力された光信号を局間伝送用光受信機１３３で受信した後、その光信号を局内伝送用光
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送信機１３４で局内回線用信号フォーマットや波長λａに変換した後、局内側出力光ファ
イバ１３２に出力する。これらの光ファイバはそれぞれ、図５の局内光ファイバ回線１４
３－１～１４３－ｎを介して局内情報通信装置１５０－３、１５０－４に接続されている
。
【０００９】
従来の波長多重伝送システムでは、一つのトランスポンダ装置の局内側と局間側の伝送速
度は原則として同じである。例えば、図３で局内光ファイバ回線１４２、１４３の伝送速
度が２．５Ｇｂｉｔ／ｓの場合、局間光ファイバ回線１４４上の波長λｎの光信号の伝送
速度も２．５Ｇｂｉｔ／ｓであった。このような従来装置では、例えば、情報通信装置１
５０－２と１５０－４間の情報伝送量が増し、伝送速度を早くすると、局間伝送部分の伝
送が困難になる。光ファイバ伝送の最大伝送距離は、ビットレートの二乗に反比例するた
め、伝送速度が１０Ｇｂｉｔ／ｓ、４０Ｇｂｉｔ／ｓと高速になると、局間伝送部分の最
大伝送距離は急激に短くなる。例えば２ .５Ｇｂｉｔ／ｓでの最大伝送距離は６００～１
２００ｋｍであるが、１０Ｇｂｉｔ／ｓではおよそ数１０ｋｍ、４０Ｇｂｉｔ／ｓでは高
々数ｋｍとなるため、長距離伝送を行うのは困難である。この値は分散補償技術や分散シ
フトファイバを適用すれば、ある程度は向上するが、それでも１０Ｇｂｉｔ／ｓで５００
ｋｍ程度、４０Ｇｂｉｔ／ｓで４０ｋｍ程度の伝送距離が通常の伝送限界である。従って
、局内光ファイバ回線１４２、１４３の伝送速度を高めると局間部分の中継数を増やさね
ばならなくなり、コスト増となる問題がある。
【００１０】
この問題の対策として、図５のシステムは、情報通信装置１５０－１で局内回線数を例え
ば３本に増設した例を示している。本例では、伝送量が３倍になっても、局間伝送部分の
伝送速度は同じに保たれるため、上記問題は回避できる。しかしながら局内回線数や、局
内送受信機の数も３倍に増加するため、コストや局内回線管理の手間も増加するという他
の問題が生じる。
【００１１】
また、通常、上記伝送距離の問題から波長多重伝送装置１５２の局間伝送速度は実用上、
２ .５Ｇｂｉｔ／ｓ～１０Ｇｂｉｔ／ｓ等の値に制限され、無制限に高速化することはで
きない。従って、更に高速な１０Ｇｂｉｔ／ｓや４０Ｇｂｉｔ／ｓ等の局内回線インタフ
ェースが開発されても、本波長多重伝送装置には適用できないという問題が生じる。
【００１２】
【発明が解決しようとする課題】
従って、本発明の主な目的は、局内伝送線路数を増やすことなく、かつ局間伝送線路を長
くして、高速の情報を伝送できる波長多重伝送システム及びそれに使用する波長多重光伝
送装置、トランスポンダ及び上記トランスポンダを使用した情報通信装置を実現すること
である。
【００１３】
【課題を解決するための手段】
上記目的を達成するため、本発明の波長多重光伝送システムは、情報通信装置と局内光フ
ァイバ回線で結合された波長多重伝送装置と、上記波長多重伝送装置と局間光ファイバ回
線で結合された送信部及び受信部とからなる波長多重光伝送システムにおいて、送信部は
、上記局内光ファイバ回線で伝送される高速の情報信号を、上記波長多重伝送装置のもつ
トランスポンダ装置によって複数の波長の異なる光信号の変換し、上記複数の波長の異な
る光信号を波長多重して光波長多重信号として、上記局間光ファイバ回線で受信部に伝送
する。受信部では、好ましくは、受信された上記光波長多重信号を波長多重伝送装置の波
長分離器によって、波長分離し、分離された複数の波長の異なる光信号をトランスポンダ
装置によって１つの高速光信号に多重化し、局内光ファイバ回線で受信部の情報通信装置
に伝送する。
【００１４】
上記送信部の光トランスポンダ装置は、上記局内光ファイバ回線からの情報信号を受信す
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る局内伝送用光受信機と、上記局内伝送用光受信機で受信した情報信号を時分割する分離
器と、分離された信号のそれぞれを波長の異なった光信号に変換する複数の局間伝送用光
送信機を有して構成される。
【００１５】
上記受信側の光トランスポンダ装置は、波長の異なった複数の光信号（情報信号）を受信
する複数の光受信機と、上記複数の光受信機からの情報信号を時分割多重により高速の１
本の情報信号に多重化する多重化器と、多重化された情報信号を光ファイバ回線に接続す
る局内伝送用光送信機を有して構成される。
【００１６】
上記送信部の波長多重光伝送装置は、上記送信側の光トランスポンダ装置と、上記送信側
の光トランスポンダ装置によって、分離された上記波長の異なった光信号を光波長多重化
する光合波器をもつ。
【００１７】
上記受信部の波長多重光伝送装置は、局間光ファイバ回線から入力される光波長多重信号
を波長分離する光分波部と、上記光分波部で分離された波長の異なる複数の光信号を入力
する上記受信側の光トランスポンダ装置をもつ。
本発明の他の好ましい実施形態では、上記送受信部の光トランスポンダ装置又は波長多重
光伝送装置を組合わせることによって種々の機能、例えば、光中継機能、アドドロップ機
能、スイッチング（ルーテイング）機能等をもつ波長多重光伝送装置を構成する。また、
上記光トランスポンダ装置は、上記波長多重光伝送装置と情報通信装置を結合する場合の
局内インタフェース装置を構成する。
【００１８】
本発明によれば、上記波長多重光伝送システムでは、局内回線では少数の回線で高速の情
報信号を処理し、かつ局間光ファイバ回線では、局間伝送線路を長くして、高速の情報を
伝送できる。
また、本発明による光トランスポンダ装置、波長多重光伝送装置、インタフェース装置の
それぞれ、又は組合わせによって、波長多重光伝送システムの種々の機能を実現できる。
例えば、ＳＯＮＥＴ・ＳＤＨ・ＡＴＭの多重・分離・交換・スイッチング・障害復旧・ビ
ットレート変換・アッドドロップの機能や、ＩＰパケットのスイッチング、ルーティング
、ブロードキャスト、インタフェース変換機能を持つ装置を構成できる。
【００１９】
局内光回線の多重分離は、１ないし複数のビットを単位とした情報信号の時間分割多重・
分離や、これにパリティ信号を加えた時間分割多重・分離方式を用いれば、簡素なハード
ウェア構成で容易に本発明が実現できる。またＳＯＮＥＴ／ＳＤＨ方式の多重分離を行う
ことによって、従来のＳＯＮＥＴ／ＳＤＨ機器と互換性を保ったまま本発明の装置、シス
テムが実現できる。このような多重の際に、局内光回線の監視情報信号を追加して多重し
、分離時に監視情報信号を抽出することによって局内光回線の保守や信頼性を向上でき、
実用性が高まる。さらに誤り訂正信号を追加して多重し、分離時に誤り訂正信号を抽出し
誤り訂正を行えば、さらに装置、システムの信頼性が向上する。
【００２０】
また、本発明の装置もしくはシステム内に光信号もしくは電気信号のスイッチを組み込み
、信号の経路を切替えることによって、ルーティング機構や経路設定機能が追加できるた
め、本発明の適用分野が拡大する。さらに送受信機を複数個備え、うちいくつかを予備と
し障害発生時に予備に切替えて伝送することによって、本発明の信頼性を大きく向上さえ
ることが可能となる。特に、パケット情報を伝送する場合には、パケット情報のルーティ
ング回路を設けることによって、上記２つの機能を同時に達成することが可能になる。
【００２１】
また更に、本発明の光送信機、光送信機内のレーザ光源や光受信機をモジュール化し、個
別に交換可能にすることによって、部品数が多い装置においても保守性が大幅に向上し、
その実現が容易となる。同様に、光源に波長可変レーザを用いるか、もしくは、光源を外
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部から供給することによっても、予備のトランスポンダ装置や保守・生産時の品種を大幅
に減らすことが可能となる。また、波長多重伝送される光信号間の伝搬遅延時間差を補償
する伝搬遅延時間差補償回路を設けることによって、局内光回線の帯域を有効に使えるよ
うになるため、本発明の適用分野が拡大する。
本発明の上記及び他の目的、構成、特徴を以下の発明の実施形態により更に詳細に説明す
る。
【００２２】
【発明の実施の形態】
＜実施形態１＞
図１は、本発明による波長多重光伝送システムの第１の実施形態の構成図である。２つの
局（送信）１４１－１及び（受信）１４１－２には、それぞれ本発明の波長多重光伝送装
置（送信側）１４７、波長多重光伝送装置（受信側）１４８が配置されている。
情報通信装置１４０－１は局内光ファイバ回線１４２－１を介して波長多重光伝送装置１
４７内部に配置された本発明によるトランスポンダ装置（以下、トランスポンダと略称）
１００に伝送すべき情報信号を送出する。情報信号はトランスポンダ装置１００で、局内
ファイバ回線１４２－１の伝送速度より低速で、互いに波長の異なる４つの波長λ１～λ
４の光信号に分離、変換され、更に局間伝送用の信号フォーマットや波長に変換される。
【００２３】
トランスポンダ１００より出力された光信号は、光合波器１４５で波長多重され、局間光
ファイバ回線１４４上を伝送される。情報通信装置１５０－１及び１５０－２からの情報
信号は、それぞれ従来知られているトランスポンダ１２０－１及び１２０－２を介して光
合波器１４５に送られ、本発明の情報通信装置１４０－１の情報信号と一緒に、局間光フ
ァイバ回線１４４で、受信側の局１４０－２へ波長多重伝送される。
【００２４】
受信側の局１４１－２では、受信された波長多重化光信号は、光分波器１４６によって元
の光波長毎に分離される。本発明によるトランスポンダ装置１１０は、波長λ１～λ４の
４本の光信号を受信し、これを再び１時系列の光信号に多重し、局内光ファイバ回線１４
３－１に送出し、情報通信装置１４０－２に伝送する。なお、図１は、説明の簡単のため
、各局は、送信又は受信局に限定しているが、実際は、送信及び受信機能の両機能部を設
けるようにしてもよい。
【００２５】
図２は、本発明によるトランスポンダの一実施形態の構成を示す。本実施形態は、局に送
信部・受信部のトランスポンダ１００及び１１１を共にもつ場合の構成である。同図にお
いて、図中太い矢印線は光ファイバ、細い矢印線は電気線路を示す。また、前に説明した
図面の構成部と実質的に同じ部分には同じ番号を付して、詳細な説明を省く（以下の図面
についても同じである）。
【００２６】
送信部のトランスポンダ１００では、局内側入力ファイバ１４２から入力された光信号（
波長λａ）は、局内伝送用光受信機１０３で受信され、電気領域の情報信号に変換され、
分離回路１０５によって、複数（図２では４本）の情報信号に分離される。なお、上記情
報信号は電気回路内ではさらに並列伝送されるのが普通であり、上記信号の本数は必ずし
も信号線の物理的な本数ではなく、論理的な信号回線数を意味する。分離された情報信号
は、それぞれ局間伝送用光送信機１０４－１～１０４－４に送られ、局間伝送用の光信号
フォーマット及び波長多重伝送用の互いに異なる光信号波長に変換された後、局間側出力
光ファイバ１０２－１～１０２－４に出力される。
【００２７】
受信部のトランスポンダ１１０では、局間側入力光ファイバ１１１－１～１１１－４から
入力された光信号は、それぞれ局間伝送用光受信機１１３－１～１１３－４で受信され、
電気信号に変換されたのち、多重回路１１５によって再び１本に時分割多重化され、局内
伝送用光送信機１１４によって波長λａの高速信号に変換されて局内側出力ファイバ１４
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３から出力される。
【００２８】
光分波器１４６は、波長毎に光を分離する機能があればどのような光デバイスでもよい。
例えば、光ファイバグレーティングと光サーキュレータを縦属接続したもの、ＡＷＧ（ Ar
rayed Wave Guide）方式のもの、光カプラと光波長フィルタを組み合わせたもの、マッハ
ツェンダ型のものや、これらを多段に組み合わせたもの等が適用できる。なお光合波器１
４５にも同様の光デバイスが使用可能であるが、必ずしも波長選択性がある必要はなく、
例えば光カプラ等も使用できる。
【００２９】
図２では、局内回線の入力及び出力光信号の波長をλａ及びλｂとしているが、同じ波長
を使用してもよい。また、局間回線１０２、１１１で伝送される光信号波長をともにλ１
～λ４の４波長としており、この場合に最も使用波長管理が容易となる。しかし、入出力
の波長が異なっても動作には影響はない。また上り回線・下り回線の伝送容量に応じて上
り下りで信号本数、光送受信機の数やビットレートが異なってもよい。
本実施形態に限らず、局内回線数がさらに複数ある場合、これらは一本の光ファイバ回線
上をさらに波長多重伝送してもよい。また、上り・下りの回線を光サーキュレータや光カ
プラを用いて多重し、一本の光ファイバ回線上を双方向伝送しても構わない。さらに波長
多重と双方向伝送を同時に適用してもよい。
【００３０】
図３は、本発明によるトランスポンダ１００の一実施形態の構成を示す。本実施形態は送
信光源を波長可変レーザ２６２－１～４を用いて構成したものである。
局内光ファイバ１４２の高速情報信号は光受信器１０３を介し、分離回路１０５で４本に
分離され、それぞれ外部光変調器２６３－１～４に印加され、波長可変レーザ２６２－１
～４の出力光を変調し、局間光信号として出力される。出力波長λ１～λ４は、局間伝送
に必要な波長に予めプリセットされているか、もしくは内部の波長基準回路や外部の制御
信号によって所望の波長にセットされる。このように波長可変レーザを用いることで、ど
のような波長を必要とする波長多重光伝送装置にも一つのトランスポンダが適用できるの
で汎用性が増す。
【００３１】
可変波長レーザ２６２は、例えば半導体レーザを用いた外部共振型や、光ファイバリング
レーザを用いたもの等、種々な方式のレーザが適用できる。また複数波長の光信号を出力
するレーザの出力光を波長毎に分波してもよい。またレーザ部分のみを個別に交換可能に
することによっても、波長可変機能が実現できる。
【００３２】
外部光変長器２６３としては、例えば、半導体吸収型光変調器、半導体又はリチウムナイ
オベート製マッハツェンダ型光変調器等が使用できる。また位相変調・デュオバイナリ変
調等の変調方式を用いることができる。
図４は、上記受信部のトランスポンダに使用される多重回路１１５の一実施形態の構成を
示す。
本実施形態は、入出力にＳＯＮＥＴ信号を用いてＳＯＮＥＴ多重を行った場合の構成例を
示している。４本の入力回線２１１ -１～２１１ -４から入力される。例えば２ .５Ｇｂｉ
ｔ／ｓのＯＣ－４８信号は、それぞれ低速回線終端回路２２０ -１～２２０－４に入力さ
れ、ＳＯＮＥＴフレーム内のセクションオーバーヘッド等のヘッダ情報が抽出され、符号
誤りの検出や上流の機器の故障情報の抽出、フレーム同期などの終端処理が行われる。ペ
イロード部に収容された情報信号はＳＯＮＥＴ多重回路２２１に送られ、高速の信号に多
重化される。一方抽出された低速回線のヘッダ情報は、本装置の装置内状態信号２２５と
共に、ヘッダ情報処理回路２２３に入力され、高速回線用のヘッダ情報として編集された
後に、高速回線終端回路２２２に送られる。多重化された情報信号には高速回線終端回路
２２２で再びヘッダ情報が付加され、ポインタ処理等が行われた後１０Ｇｂｉｔ／ｓのＯ
Ｃ－１９２信号に変換として出力回線２１２から出力される。分離回路はほぼこの逆の構
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成となる。
【００３３】
本実施形態は入出力信号フォーマットがともにＳＯＮＥＴ信号である場合について説明し
たが、入力か出力の少なくとも一方がＡＴＭやギガビットイーサネット、波長ラッパー等
の他の信号フォーマットであってよいが、その場合信号フォーマット毎に信号の終端形式
やフォーマット変換部の構成が若干異なることになる。また多重化後の伝送速度も入出力
信号フォーマットに依存し、入力回線の総和と必ずしも等しくはならない。例えば上記波
長ラッパー等では、誤り率訂正用の情報信号が付加され伝送ビットレートが１０～２０％
程度増加する場合がある。また、ＩＰパケット伝送等の場合は統計多重により多重後のビ
ットレートが低下する場合も有りうる。以上は分離の場合も同様である。
【００３４】
上述のように本実施形態は高速の局内光回線信号を、低速の波長多重信号に変換して長距
離（局間伝送）を行うことによって、局内光回線を高速化しても、局間部分では長距離伝
送に必要な値までビットレートを下げて伝送することが可能であり、十分な伝送距離が得
られ局間中継間隔を短くする必要がなくなる。また逆に、既存の波長多重光伝送装置にお
いても本発明を適用することによって、伝送距離や波長配置に悪影響を与えることなく局
内回線速度を向上できる。
【００３５】
例えば、図５で波長多重光伝送装置１４７、１４８の局間波長多重回線の１波長当たりの
伝送速度が２ .５Ｇｂｉｔ／ｓの場合、局内回線速度と局間回線速度を例えば４倍の１０
Ｇｂｉｔ／ｓに高速化しようとしても、通常波長多重光伝送装置自身が２ .５Ｇｂｉｔ／
ｓを前提に設計されているため、従来方式では、このようなアップグレードは困難、もし
くは不可能である。例えば、伝送ビットレートが高速になると、波長多重信号の波長スペ
クトルが大きく広がり、また光受信機の受信感度が劣化するため、伝送特性が劣化する。
たとえ、伝送装置１４７、１４８等を１０Ｇｂｉｔ／ｓ用のものに置き換えたとしても、
１０Ｇｂｉｔ／ｓの光伝送装置は２ .５Ｇｂｉｔ／ｓの場合に比べて、最長伝送距離や最
大スパン間隔が減少するため、局間回線の途中に新たに光波長多重中継機を配置する必要
が生じる等極めて高コストとなってしまう。
【００３６】
これに対し、本発明の波長多重伝送システムでは、局内インタフェースの速度を例えば１
０Ｇｂｉｔ／ｓに向上しても、局間部分は従来のビットレートである２ .５Ｇｂｉｔ／ｓ
で波長多重伝送できるため、上記問題を回避できる。伝送速度の向上により局内インタフ
ェース部分の伝送距離は短くなるものの、局内伝送部分の伝送距離は高々数～数１０ｋｍ
と短いため実用上問題にはならない。これによって、局内回線数と局内インタフェース数
は、従来方式に比べ１／４に低減できるため、回線管理・コスト面で大きなメリットが得
られる。さらに高速な４０Ｇｂｉｔ／ｓ、１６０Ｇｂｉｔ／ｓ等の局内インタフェースを
適用すれば、さらに局内回線数を低減できる。
【００３７】
なお、本発明の波長多重伝送システムは局内・局間回線の伝送速度は上記値に限るもので
はなく、局内回線速度が波長多重伝送される局間回線の速度より大ならば自由に設定可能
である。例えば局内回線速度４０Ｇｂｉｔ／ｓ、局間伝送速度１０Ｇｂｉｔ／ｓの組み合
わせや、局間伝送速度５Ｇｂｉｔ／ｓ、局内回線速度として１０Ｇｂｉｔ／ｓ、２０Ｇｂ
ｉｔ／ｓもしくは４０Ｇｂｉｔ／ｓ等の組み合わせ等が設定できる。また、１本の局内回
線を複数の局間回線間の分離する場合、必ずしも等しい伝送速度の信号に分割する必要も
ない。送受信側の機器の特性に応じて、例えば１０Ｇｂｉｔ／ｓの局間回線の信号を５Ｇ
ｂｉｔ／ｓ１本、２ .５Ｇｂｉｔ／ｓ２本等に分解して伝送しても問題ない。なお、情報
通信装置とトランスポンダの距離が短い場合、局内光ファイバ回線１４２－１、１４３－
１は必ずしも光ファイバを用いた光回線である必要はなく、同軸ケーブルや並列電気信号
による伝送でもよい。なお、図１の実施形態では、送受信局ともに本発明を適用した例を
示したが、必ずしもその必要はなく、送信側又は受信側の一方の局にのみに本発明のトラ
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ンススポンダを設けた構成にしてよい。
【００３８】
本発明の光波長多重伝送システムは、数Ｇｂｉｔ／ｓ以上の高速の光信号伝送において発
生する伝送距離の問題を、光伝送固有の技術である波長多重伝送技術を用いて解決するも
のである。すなわち本発明は局内光インタフェース部分を高速化することによるコスト低
減や回線数の削減、局間光インタフェース部分の伝送距離を延ばすことを目的としており
、従来の Inverse MUX方式とは本質的に異なるものである。従って、本発明の適用範囲は
、波長多重伝送装置、トランスポンダやこれらと接続される情報通信機器やそのインタフ
ェース、またこれらを用いた波長多重伝送システムであり、実施の形態もこれらの装置・
システムに固有の構成である。
【００３９】
局内伝送用の信号としては、通常広く用いられる１ .３μｍ帯等の波長帯の半導体レーザ
のＩＭ／ＤＤ（直接変調・直接受信）方式以外にも、１ .５μｍ帯や外部光変調方式を用
いることが可能である。本実施形態では、特に局内回線の伝送速度が高速化するため、従
来の直接変調方式よりも外部変調方式の方が適している場合がありうる。また、他の局内
回線の信号と波長多重伝送してもよいし、また必要に応じて、分散補償や光増幅を適用し
てもよい。なお、「局内」とは、実際には局内回線が近距離（～数１０ｋｍ）に配置され
た複数の局間や情報通信装置との接続に用いられる場合も含む。
【００４０】
局間伝送用光信号の波長は、波長多重伝送に適した波長が使用される。光ファイバアンプ
での増幅に適した１ .５μｍ帯で ITU-Tで WDM用の波長として規定された波長グリッドに合
致した信号を用いる他にも、１ .３μｍ帯等を使用してもよい。特に本波長多重伝送シス
テムでは局間伝送のビットレートを下げられるため、長距離伝送に適した外部光変調等の
変調方式だけでなく、低チャープＬＤ等が使用可能な場合もある。
【００４１】
また局内／局外光信号のフォーマットとしては、例えば局内光ファイバ回線１４２－１の
信号フォーマットがＳＯＮＥＴ／ＳＤＨ形式を適用することが可能である。例えば、ＯＣ
－１９２信号（１０Ｇｂｉｔ／ｓ）の場合、トランスポンダ１００の出力信号を４本のＯ
Ｃ－４８（２ .５Ｇｂｉｔ／ｓ）信号に分離することが可能であるが、他の任意のフォー
マットでもよい。
【００４２】
＜実施形態２＞
図８は、本発明による波長多重光伝送装置（送信側）の第２の実施形態の構成図である。
波長多重光伝送装置（送信側）１６０において、局内側入力ファイバ１４１－１、１４１
－２から入力された光信号は、それぞれトランスポンダ（送信側）１００－１、１００ー
２で受信され、低速の複数本（図８では各４本）の局間伝送用の波長多重伝送に適した光
信号に分離、変換され、局間側出力光ファイバ１０２から出力される。これらの信号は光
合波器１４５で波長多重され、光増幅器１６１で増幅された後局間光ファイバ回線１６２
に出力される。なお局間／局内回線部分には適宜、光増幅器や分散補償を施し信号品質や
波形の劣化を防ぐ手段を付加しても良い。また本実施形態では、従来のトランスポンダ１
２０－１、１２０－２の信号も光合波器１４５に入力され、波長多重伝送する例を示して
いる。
【００４３】
図では、トランスポンダ１００－１の局間側出力ファイバ１０２の出力波長がλ１、λ２
、λ９、λ３となっているが、同じ局間ファイバに出力される信号波長が互いに異なって
さえいれば、これらの波長の順番や間隔に特に制限はない。例えば局間光ファイバ回線が
分散シフトファイバの場合等には、四光波混合効果を抑圧するため、あえて不等間隔の波
長配置をとる場合がある。
【００４４】
＜実施形態３＞
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図９は、本発明による波長多重光伝送装置（受信側）の第３の実施形態の構成図である。
本実施形態は、図８の波長多重光伝送装置（送信側）からの光多重信号を受信するもので
ある。
波長多重光伝送装置（受信側）１６４においては、局間側入力ファイバ１６３から入力さ
れた波長多重光信号は、必要に応じて光増幅器１６１で増幅された後、光分波器１４６で
波長毎に分離される。本実施形態でも必要に応じて、局間／局内回線部分に適宜光増幅器
や光分散補償手段を付加しても良い。波長毎に分離された光信号は、それぞれ本発明によ
るトランスポンダ（受信側）１１０－１、１１０－２及び従来型のトランスポンダ１３０
－１、１３０－２で受信される。トランスポンダ１１０－１、１１０－２ではそれぞれ４
本の局間回線の受信信号を多重し、各１本の高速局内信号に多重し、局内回線１４３－１
、１４３－２に出力する。また従来型のトランスポンダ１３０－１、１３０－２の場合、
受信された局間光信号は同じ伝送速度のまま、局内光信号に変換されて出力される。
【００４５】
なお、トランスポンダ１１０－１の局間側入力ファイバ１１１から波長λ１、λ２、λ９
、λ３の４波長を受信しているが、これらの波長の順番や間隔に特に制限はない。基本的
には送信側のトランスポンダと対応していることで、送受信側のトランスポンダの局内回
線同士に１：１の関係が対応づけられる。後述の実施例では意図的に送受信側で異なる波
長配置にした例を示す。
【００４６】
＜実施形態４＞
図１０は、本発明による波長多重光伝送装置の第４の実施形態の構成図である。本実施形
態の波長多重光伝送装置１６５は、基本的には図８及び図９の送信側及び受信側の波長多
重光伝送装置を一体化したもので、従来型のトランスポンダは、使用されていないが、付
加しても良い。
【００４７】
局間側入力光ファイバ１６３から入力された光信号は、光分波器１４６で波長λ１～λ８
の８波長に分離された後、４波長ずつトランスポンダ（受信側）１１０－１、１１０－２
に入力され、高速の局内回線信号に多重処理された後にそれぞれ局内光ファイバ回線１４
３－１、１４３－２から出力される。また局内光ファイバ回線１４２－１、１４２－２か
ら入力された局内回線信号は、トランスポンダ１００－１、１００－２でそれぞれ波長λ
１～λ４、λ５～λ８の局間伝送用光信号に分離された後、光合波器１４５で波長多重さ
れ局間側出力光ファイバ１６２より出力される。
【００４８】
また、波長多重光伝送装置１６５内部に情報通信装置１６６を組み込んだ形態を示してい
る。この実施形態の場合、局内光回線１４３－２、１４２－２は波長多重光伝送装置１６
５の内部でトランスポンダ１１０－２、１００－２と情報通信装置１６６を結ぶ配線とな
る。
【００４９】
情報通信装置１６６としては、ＳＯＮＥＴ／ＳＤＨ端局装置、ＩＰルータ機器、ＡＴＭ端
局、ＡＴＭスイッチ等各種機器を組み込むことが可能である。外部との入出力回線１６７
は、ＳＯＮＥＴ／ＳＤＨ回線、ＡＴＭ回線、ギガビットイーサ等のイーサネット回線、Ｆ
ＤＤＩ回線等さまざまな回線が使用可能である。情報通信装置１６６とトランスポンダ１
００－２、１１０－２の距離が短い場合、局内光ファイバ回線１４３－２、１４２－２は
必ずしも光ファイバを用いた光回線である必要はなく、同軸ケーブルや並列電気信号によ
る伝送でもよい。なお、図１０の実施形態と逆に情報通信装置１６６、の一部として、本
発明のトランスポンダや、波長多重光伝送装置等を含んだ構成としてもよい。
【００５０】
＜実施形態５＞
図１１は、本発明による波長多重光伝送システムの第２の実施形態の構成図である。本実
施形態は、図１０と同様の送受一体型の波長多重光伝送装置１６５－１、１６５－２を用
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いて、局１４１－１と１４１－２間を上り・下りの２つの局間光ファイバ回線１４４で接
続した例である。
各局間光ファイバ回線１４４－１及び１４４－２の途中には光増幅器を用いた線形光中継
機１５１－１が配置され、光ファイバの損失により減衰した波長多重光信号の増幅を行う
。このような波長多重光伝送システムの波長多重数は最大１００波長を越える場合もあり
、従来はこれと同じだけの局内回線が必要であったが、本実施形態では、局間回線を複数
本多重して本発明の情報通信装置１４０に接続できるため、局内光ファイバケーブルや回
線の本数が減少し、その管理が容易となる。また、本実施形態では、情報通信装置１４０
と波長多重光伝送装置１６５の間は上り・下り各一本の局内光ファイバ回線１４２、１４
３で接続されているが、複数本で接続しても良い。
【００５１】
＜実施形態６＞
図１２は、本発明による波長多重光伝送装置の第５の実施形態の構成図である。本実施形
態は波長多重光伝送装置１７０を光中継に用いた構成を示している。本中継機は、光信号
を一度電気信号に変換し、波形の再生、リタイミング、増幅を行う。
【００５２】
局間側入力光ファイバ１６３から入力された波長多重光信号は、光増幅器１６１－１によ
って増幅された後、光分波器１４６で各波長成分毎に分離される。このうち波長λ１～λ
４の光信号は、トランスポンダ（受信側）１１０－１によって一本の局内光信号に多重さ
れた後、トランスポンダ（送信側）１００－１に伝送され、その後再び局間伝送用の波長
多重信号λ１～λ４に分離され、光合波器１４５によって波長多重された後、局間側出力
光ファイバ１６２に出力される。本実施形態の中継器１７０では、一度高速の局内光ファ
イバ回線１４２－１を介して中継を行っているため、将来本回線の信号をアッド・ドロッ
プし情報通信装置を接続することが容易となり、また送信側と受信側で異なるメーカーの
トランスポンダ用いて互いに接続することが容易になる等の利点がある。なおトランスポ
ンダ１１０－１、１００－１の距離が短い場合には光ファイバ回線１４２－１は、電気信
号回線で置き換えてもよい。
【００５３】
また、このような光中継装置が複数の波長多重伝送装置から構成され、光分波器１４６と
光合波器１４５間の距離が離れているような場合にも局内回線の本数を減らすことができ
、管理が容易になる利点がある。
【００５４】
なお従来のトランスポンダ（送信側）１３０と（受信側）１２０を組み合わせた構成でも
、従来の局間伝送信号のアッド・ドロップは可能であるが、本発明を用いて複数波長に分
離して伝送される情報信号にアクセスすることは困難である。例えば本実施形態では、ト
ランスポンダ（受信側）１１０－２の局内側出力ファイバ１４２－３及びトランスポンダ
（送信側）１００－２の局内側入力ファイバ１４２－４は情報通信装置１４０の局内回線
インタフェースに接続されるアッドドロップ構成の例を示す。すなわち波長λ１～λ４で
伝送される光信号は本中継器でドロップされ情報通信装置１４０に引き渡され、また情報
通信装置１４０の出力信号は同じ波長にアッドされて引き続き局間回線を伝送される。こ
のように本発明のトランスポンダを用いて中継を行っている場合には、容易に本発明を用
いた情報通信装置を接続してアッドドロップ構成にアップグレードできる。
【００５５】
なお、本実施形態の場合でも、光信号の波形劣化や信号強度を補償するための分散補償、
光増幅器は適宜信号回線の途中に挿入することが可能である。また、ＳＯＮＥＴ信号等の
信号終端回路も必要に応じてトランスポンダ１１０、１００内に配置することが可能であ
る。また上り・下り２回線のように複数の局間回線分まとめて１つの波長多重光中継器を
構成しても良い。
【００５６】
＜実施形態７＞
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図１３は、本発明による波長多重光伝送装置の第６の実施形態の構成図である。本実施形
態は光中継器に可変アッドドロップ及びクロスコネクト機能を付加した例である。
【００５７】
本実施形態では、局間側入力光ファイバ１６３－１、１６３－２を低速の局間波長多重信
号に分離されて伝送された情報信号は、トランスポンダ（受信側）１１０－１、１１０－
２によって高速の局内信号に多重され、局内光ファイバ回線１４２－１、１４２－２に出
力される。また局内光ファイバ回線１４２－３には情報通信装置１４０からの情報信号が
出力されている。これらの光信号は３入力３出力の光スイッチマトリクス１７２に接続さ
れ、外部からの制御信号によって、３つの局内光ファイバ回線１４３－１、１４３－２、
１４３－３と任意に接続する。局内光ファイバ回線１４３－１、１４３－２は、それぞれ
トランスポンダ１００－１、１００－２及び合波器１４５－１、１４５－２を介して局間
光ファイバ回線１６２－１、１６２－２に接続されており、他の局内光ファイバ回線１４
３－３は本発明による情報通信装置１４０に接続されている。すなわち、トラフィックパ
ターンの変化やファイバ切断などの事故に対応して光スイッチ１７２を切り替えることに
より、局間回線と情報機器の接続状態を任意に変える。
【００５８】
このような可変アッドドロップ・クロスコネクト装置を構成する場合、本実施形態では複
数本の局間回線を１本の高速の局内回線１４２に変換しているため、従来方式に比べて必
要な光スイッチの規模が１／Ｎで済むという利点がある。本実施形態の４波長多重の例で
は、従来方式では光スイッチ１７２が４組必要となるが、本例ではこれが１組で済むため
、低コスト化・高信頼性・装置規模の面で有利となる。なお本実形態も一方向の伝送のみ
を示しているが、上り・下り２回線分をまとめて構成することも可能である。また、波長
多重信号や複数の光ファイバ回線間のアッドドロップ・クロスコネクトの方式はこの一通
りに限らず、どのような組み合わせでもよい。例えば、１本の局間回線内のＮ本の波長多
重信号の組を互いに交換したり、上り回線を下り回線に折り返すなど種々の構成ができる
。
【００５９】
＜実施形態８＞
図１４は、本発明による情報通信装置用局内インターフェースの一実施形態の構成を示す
。情報通信装置１４０は、情報通信装置用局内の光インタフェース１９５をもち、光イン
タフェース１９５は、送信光インタフェース１８０と受信光インタフェース１９０をもつ
。本実施形態では光インタフェース１８０及び１９０に前述のトランスポンダを使用した
ものである。
【００６０】
送信光インタフェース１８０では、装置内回線１８３－１～１８３－４を通して入力され
た複数の情報信号は、多重回路１８２で終端・時分割多重化され、局内光送信機１８１で
高速の光信号に変換され、局内側出力光ファイバ１８４に出力される。光ファイバ１８４
に出力される信号は、局内光ファイバ回線を介して接続される前述の本発明による波長多
重光伝送装置や本発明によるトランスポンダの局内伝送用光受信機で受信可能な信号であ
る必要があり、このため多重回路１８２での多重数や多重前後の信号フォーマットは前記
本発明による波長多重光伝送装置やトランスポンダの機器と同一のものである。なお、装
置内情報回線１８３－１～１８３－４は、必ずしも１本の信号線である必要はなく、複数
の信号線を用いて並列伝送されていてもよい。
【００６１】
受信側光インタフェース１９０では、前述の本発明による波長多重光伝送装置やトランス
ポンダの局内伝送用光送信機から送られた波長λｂの光信号は、局内側光ファイバ１９４
を通して局内伝送用光受信機１９１で受信され必要に応じて終端処理をされた後、分離回
路１９２によって元の低速情報信号に分離され、装置内回線１９３－１～１９３－４から
出力される。本実施形態は受信側及び送信側光インタフェースの両方を備えた情報通信装
置の例を示したが、一方の光インタフェースのみをもつ構成でもよい。
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【００６２】
＜実施形態９＞
図１５は、本発明による情報通信装置の他の実施形態の構成を示す。本実施形態も本発明
による情報通信装置の局内光インタフェース（受信側及び送信側）を用いたものである。
本実施形態は情報通信装置としてＩＰルータ・スイッチ２００の構成を示している。情報
通信装置２００用の局内光インタフェース１９５－１、１９５－２は、ルーティングモジ
ュール２０１－１を介してスイッチマトリクス２０２に接続され、ＩＰルーターを構成し
ている。スイッチマトリクス２０２は、ルーティング制御回路２０３によって制御され、
各インタフェースから入力されたＩＰパケットを宛先のインタフェースへと転送する。
【００６３】
本実施形態では、各局内インタフェース１９５は、低速の装置内回線１８３をそれぞれ２
回線分多重・分離している。２つの装置内回線１８３－１、１８３－２は局内インタフェ
ース１９５－１で多重され、高速信号として一本の局内側出力光ファイバ１８４－１から
出力される。これら多重された信号は局内回線を伝送後、前述の波長多重光伝送装置で波
長毎に分離されて伝送される。従って、とくに装置内回線１８３－１、１８３－２を独立
した信号インタフェースや入出力ポートと扱った場合には、装置故障に対する信頼性を向
上することができ、また２つのポートの伝送遅延差を考慮する必要がなくなるため、装置
構成が簡素化できるメリットがある。また各ポートごとに独立のルーティングを行えるよ
うになるため、後述する波長多重信号を波長毎にアッド・ドロップ、もしくはルーティン
グする構成を実現できる。
【００６４】
なお、本発明による情報通信装置は本実施形態に限るものではなく、本発明による局内イ
ンタフェースや送受信機を備えたＳＯＮＥＴ／ＳＤＨ／ＡＴＭなどの多重化端局装置や分
離・交換・スイッチング・障害復旧・ビットレート変換・アッドドロップ装置など種々構
成できる。
【００６５】
＜実施形態１０＞
図１６は、本発明による波長多重光伝送システムの第３の実施形態の構成を示す。
本実施形態では、３つの局１４１－１、１４１－２及び１４１－３を局間光ファイバ回線
１４４－１、１４４－２で接続した例であり、簡明のため、上り回線のみを示している。
特に、複数波長に分割されて伝送される情報信号を波長ごとに異なる行き先に割り当てる
波長ルーティング及び波長多重された光信号のうち必要な波長のみにアクセスする波長ア
ッドドロップの例を示している。
【００６６】
情報通信装置１４０－１から局内回線１４２－１で送られた高速の情報信号は、波長多重
光伝送装置１６０で波長λ１～λ４の波長多重光信号に変換され、光合波器１４５－１で
多重化され、局間光ファイバ回線１４４－１を伝送される。波長多重光伝送装置１７０内
部では、受信した波長多重光信号のうち波長λ１とλ２の信号がドロップされ、トランス
ポンダ１１０－１を介して情報通信装置１４０－２に送られる。情報通信装置１４０－２
からの情報信号はトランスポンダ１００－２で波長λ１、λ５の２波長に分割された後、
スルー信号である波長λ３、λ４の光信号と合波され、局間光ファイバ回線１４４－２を
通って、波長多重光伝送装置１６４に伝送される。波長λ３、λ４、λ５の信号はトラン
スポンダ１１０－２で多重された後、情報通信装置１４０－３に送られる。また波長λ１
の信号は従来のトランスポンダ１３０で受信された後、従来型の情報通信装置１５０に送
られる。
【００６７】
本実施形態では、一本の局内回線の信号を複数波長に分離して伝送しており、上述のよう
に波長ルーティングや波長アッドドロップを実施するためには、波長毎に独立した内容・
行き先の情報信号である必要がある。すなわち予め、本発明の情報伝送装置内で、局間部
分の波長数に対応した複数の独立した装置内信号回線・インタフェース・入出力ポートの
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信号を多重して一本の局内回線としておけばよい。このようにすれば、波長分離後の光信
号に従来の波長多重光信号と完全な互換性を持たせることができるため、従来のトランス
ポンダや光波長多重伝送装置を自由に混在させて光伝送システムを構築できる。
【００６８】
＜実施形態１１＞
図１７は、本発明による情報通信装置用の局内インタフェースの第２の実施形態の構成を
示す。本実施形態は、局間部分の情報伝送に用いる複数の波長の一部を使って行われるた
め、冗長度を用いた障害復旧に使用したものである。なお、局間光ファイバ回線で接続さ
れた別の局に配置された情報通信装置も、本実施形態と同様の局内インタフェースを装備
する。
【００６９】
局内インタフェース２３０の送信部では、３本の装置内回線１８３－１～１８３－３の情
報信号と、低優先度の装置内回線２３１の情報信号に、ヘッダ付加回路２３５－１～２３
５－４で回線状態や優先度などのヘッダ情報を付加し、多重回路１８２で多重化して高速
の局内回線１８４に送出する。
【００７０】
受信部では、局内回線１９４の信号を分離回路１９２で分離し、ヘッダ抽出回路２３６－
１～２３６－４で各信号のヘッダ情報を抽出し、上記ヘッダ情報を利用したスイッチ制御
回路２３７でスイッチ回路２３４を制御し、情報信号を局内回線１９３－１～１９３－３
、低優先度の装置内回線２３２として出力する。局間回線部分で波長多重用送信機の故障
などがあった場合には、その状況をヘッダ情報２３８から検出し、スイッチ制御回路２３
７は状況に応じてスイッチ回路２３３、２３４を切替えて復旧動作を行う。
【００７１】
例えば、受信している装置内回線１９３－１～１９３－３に対応する局間回線の一つが故
障した場合には、ヘッダ情報を利用して送信側にその旨を通知し、送受信側でスイッチ回
路２３３を切替え、この情報を予備回線である低優先度回線２３１に切替えて伝送する、
３：１型の障害復旧機構が実現可能である。予備回線の容量の割り当てや、スイッチング
のアルゴリズムはこれに限らず、例えば１＋１などの復旧機構もできる。特に局内装置と
してＩＰルータなどを用い、本発明の複数の装置内回線を独立したインタフェースとして
扱っている場合にはこれらを複数の配送ルートと扱うことができるので、特別な予備回線
を設けず、障害復旧機能を持たせることができる。
【００７２】
また本実施形態では、高速の局内回線部分にも局内回線の障害監視・通報・誤り率訂正機
能を付加した例を示している。本機能は、前記障害復旧機能の有無とは全く独立に使用可
能である。ヘッダ情報抽出・誤り訂正回路２４１は、局内伝送用光受信機１９１で受信さ
れた高速信号から、ヘッダ情報や誤り訂正信号を抽出し、必要に応じて誤り率訂正を行っ
ている。このヘッダ情報の一部は、局内回線ヘッダ情報処理回路２４３に入力される。ヘ
ッダ付加・誤り訂正情報付加回路２４２では、装置内の故障や警報状態、受信した局内回
線の状態、送信する情報信号の誤り検出や訂正信号であるＣＲＣ（ Cyclic Redundancy Ch
eck）やＦＥＣ（ Forward Error Correction）信号、パリティビットなどを情報信号に付
加し、局内伝送用光送信機１８１から出力する。なお、ヘッダ情報の付加・抽出はかなら
ずしも多重後に行う必要はなく、多重分離回路２３４で多重分離と同時に行ったり、多重
・分離前の低速信号に対して行っても構わない。またこれらの付加情報はヘッダという形
ではなく、例えば別の回線として情報信号と一緒に時間多重伝送してもよい。
【００７３】
＜実施形態１２＞
図１８は、本発明によるトランスポンダの第３の実施形態の構成を示す。本実施形態は、
トランスポンダ部分に局間回線の障害復旧機構及び局内回線の誤り率訂正・監視機構を組
み込んだ例である。障害復旧の機構は図１７に示した機構と同様であり、局間伝送用光受
信機部１１３－１～１１３－４から抽出したヘッダ情報から局間回線の障害状態を判定し
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、スイッチ制御回路２３７が送信側及び受信側のスイッチ回路２３３、２３４で重要信号
を予備回線に切替えて復旧を行う。この図では局間光ファイバ回線１０２－１～１０２－
４のうちいずれか、及び１１１－１～１１１－３のうちいずれかが予備回線に割り当てら
れている。なお、図１７の構成部分と同じ機能、構成部については同一番号を付し、説明
を省く。
【００７４】
本実施形態も、高速の局内回線部分に回線の障害監視・通報・誤り率訂正機能を付加した
例を示している。本トランスポンダは、同機能を持った局内インタフェース装置やトラン
スポンダなどと対向して接続される必要がある。ヘッダ情報抽出・誤り訂正回路２４１は
、局内伝送用光受信機１０３で受信された高速信号から、ヘッダ情報や誤り訂正信号を抽
出し、必要に応じて誤り率訂正を行い、ヘッダ情報の一部は、局内回線ヘッダ情報処理回
路２４３に入力される。ヘッダ付加・誤り訂正情報付加回路２４２では、再びヘッダ情報
を情報信号に付加し、局内伝送用光送信機１１４から出力している。なお、本実施形態は
送受一体の構成のみを示しているが、送信側・受信側を個別に実現してもよい。
【００７５】
＜実施形態１３＞
図１９は、本発明による情報通信装置用の局内インタフェースの第３の実施形態の構成を
示す。本実施形態は、局内光ファイバ回線部分を２重にして障害復旧機能を追加した例で
ある。
装置内回線１８３－１～１８３－４の信号は多重化回路１８２で多重化され、多重化され
た装置内信号は、分岐回路２４５により２つに分岐され、２つの局内回線用光送信機１８
１－１、１８１－２は常に同一の信号を２つの局内光ファイバ回線１８４－１、１８４－
２に送出している。また受信部では、常に２回線分の光信号を２つの局内回線用光受信機
１９１－１、１９１－２によって受信する。受信信号から抽出されたヘッダ情報を受けて
、局内回線ヘッダ情報処理回路２４３は、スイッチ回路２４６を切り替えて常に高品質な
方の回線を選択して出力し、分離回路１９２に送っている。本実施形態では、局内回線部
分が大容量の回線となっており、また回線の本数が少ないため、このような２重化による
障害復旧機構よる信頼性の向上が有効となる。
【００７６】
図２０は、図１９の装置と対向して接続される局内回線の２重化機能をもつトランスポン
ダである。本実施形態においても局内回線用光送信機１１４－１、１１４－２は常に同一
の情報を送信しており、局内回線用光受信機１０３－１、１０３－２のうち常に高品質、
もしくは正常な方の信号を選んで装置内回線に送り出す。
【００７７】
なお、２重化された２本の局内回線は、それぞれ個別の光ファイバ回線を用いても、また
異なる波長を用いて１本の光ファイバ回線で波長多重伝送してもよく、また局内インタフ
ェース同士、トランスポンダ同士などを接続しても、上記復旧機能は問題はなく適用可能
である。また本例のような１：１の障害復旧機能に限らず、１＋１、Ｎ：１などの構成で
も問題なく適用可能であり、例えば、複数の局内回線のうち１本を予備回線として、通常
は優先度の低い信号を送るなどの方式も適用可能である。なお、上記２つの実施形態はそ
れぞれ送受一体の構成のみを示しているが、送信側・受信側とも個別に実現してもよい。
【００７８】
＜実施形態１４＞
図２１は、本発明によるトランスポンダの更に他の実施形態の構成を示す。本実施形態で
は、送信部・受信部双方のトランスポンダ内部に情報信号のルーティング機構を組み込ん
だ例である。組み込む場所は、送信部・受信部どちらか一方でも、また局内インタフェー
ス装置側でも特に制限はなく、複数の装置内でルーティングを行ってもよい。本実施形態
では、局内回線の速度は局間回線の速度の２倍程度である。
【００７９】
送信部では、２本の局内側入力ファイバ１０１－１、１０１－２から入力された信号は、
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それぞれ分離回路１０５－１、１０５－２で低速の信号に分離された後、ルーティングモ
ジュール２５１－１に入力される。ルーティングモジュール２５１－１は、パケット化さ
れた情報信号に埋め込まれたアドレス情報とルーティング制御回路２５０から供給される
ルート情報に基づき、宛先に対応した局間光送信機１０４－１～１０４－４に送出する。
【００８０】
ルーティング制御回路２５０は、制御パケット情報や装置の状態・故障状況・回線の込み
具合などに基づき、常にルーティングテーブルの更新を行う。受信部も同様に、４本の局
間光ファイバ回線１１１－１～１１１－４より受信した情報信号をルーティング制御回路
２５１－２により所望の回線にルーティングし、この情報を多重化して局内側光送信機１
１４－１、１１４－２から出力する。
ルーティング機構を組み込んだ場合、ルーティングの効率を向上し、装置構成を柔軟化で
きる。さらにまた局内・局間側ともに装置故障に対して迂回ルートを設定することが可能
となるため、信頼性が向上する。
【００８１】
＜実施形態１５＞
図２２は、本発明によるトランスポンダの更に他の実施形態の構成図である。本実施形態
は、受信側トランスポンダ内に局間回線の伝搬遅延差補償回路２５２を組み込んだ例であ
る。局間側入力光ファイバ１１１－１～１１１－４から受信される光信号間には、波長多
重伝送される局間光ファイバ回線の波長分散特性や、波長多重前・波長分離後の回線ごと
の光ファイバケーブル長の違いなどにより互いに伝搬遅延差が生じている可能性がある。
これらを互いに独立した回線として扱う場合には問題は生じない。しかしながら、伝搬遅
延差補償回路２５２－１～２５２－４により互いの伝搬遅延差を打ち消しせば、高速局内
回線の帯域をより有効に利用できる。
【００８２】
例えば、局間光ファイバ回線が０Ｃ－１６（６００Ｍｂｉｔ／ｓ）４波長の場合、局内回
線をＯＣ－４８ｃのように２．５Ｇｂｉｔ／ｓの帯域全体を使った信号を伝送できるよう
になり、本発明の適用範囲が拡大する。
伝搬遅延差補償回路２５２は、可変長の遅延線やバッファメモリ回路などが使用できる。
伝搬遅延差補償回路２５２は、局内インタフェース回路の受信側に設置してもよい。この
場合、局内回線は伝搬遅延差が生じたまま多重化されていることになるものの、伝搬遅延
差補償を必要とする情報通信装置にのみ、遅延差補償機構を持つ局内インタフェースを配
置すればよいので、コスト・回路規模などの点で有利となる。原理的にはトランスポンダ
や局内インタフェースの送信側に組み込んでも実現できる。
【００８３】
＜実施形態１６＞
図２３は、本発明によるトランスポンダの更に他の実施形態の構成図である。本実施形態
では、トランスポンダに波長合波器、波長分波器を組み込んだ例である。
局間側光送信機１０４－１～１０４－４の出力光は光合波器２５３で波長多重された後に
局間側出力光ファイバ１０２－５に出力される。この出力光は、そのまま又は別の光信号
と波長多重された後に他の局に伝送される。また局間側入力光ファイバ１１１－５から入
力された波長多重光信号は光分波器２５４で波長λ１～λ４に分波され、それぞれ局間側
光受信機１１３－１～１１３－４で受信される。なお、送信側、もしくは受信側一方にの
み光合分波器を組み込んでもよい。
【００８４】
このように波長合分波器２５３、光分波器２５４をトランスポンダ内に組み込んだ場合、
装置間の接続に用いる光ファイバの本数が減り、ボードサイズが縮小できる。また、トラ
ンスポンダ内での波長ごとの遅延差を揃えることができるため、前記伝搬遅延時間補償回
路の実現が容易になる。
【００８５】
＜実施形態１７＞
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図２４は本発明によるトランスポンダの更に他の実施形態の構成図である。であり、本実
施形態は、トランスポンダ２６０の全ての送受信機部分をモジュール化し、個別に交換可
能とした例である。
【００８６】
メインフレーム２６１は多重回路１０５、分離回路１１５や、その他の監視制御回路・電
源回路（図示せず）などから構成され、局内側及び局間側光送受信機１０３、１１３、１
０４、１１４は、全て本フレームに取り付けるサブモジュールやサブ基盤として実装する
ことにより構成されている。本構成により特に故障頻度の高い送受信機部分の保守管理を
容易にすることができる。特に本発明のトランスポンダでは、特定波長に固定された波長
多重伝送用の局間伝送用光送信機１０４が多数実装されるため、このような構造にするこ
とで故障時の交換部品の量を減らすことが可能となる。モジュール化は、トランスポンダ
に限らず、本発明の波長多重光伝送装置や局内インタフェース装置、局内情報通信機器な
どに、また局内光送信機や受信機部分、多重回路部分など任意の部分を交換可能にするこ
とができる。
【００８７】
【発明の効果】
本発明では、局内伝送の伝送速度を局間部分に比べて高速化できるため、局内伝送部分の
回線数を減らし、低コスト化し、管理を容易にできるという効果がある。さらに局間伝送
部のビットレートを低く押さえることが可能になるため、伝送距離を長距離化できるとい
う効果を有する。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明による波長多重光伝送システムの第１の実施形態を示す構成図である。
【図２】本発明によるトランスポンダの第１の実施形態を示す構成図である。
【図３】本発明による送信側トランスポンダの第２の実施形態の構成図である。
【図４】本発明によるトランスポンダに使用される多重化回路の構成図である。
【図５】従来の波長多重光伝送システムを示す構成図である。
【図６】従来の波長多重光伝送システムに使用される送信側トランスポンダの構成図であ
る。
【図７】従来の波長多重光伝送システムに使用される受信側トランスポンダの構成図であ
る。
【図８】本発明による波長多重光伝送装置の第２の実施形態を示す構成図である。
【図９】本発明による波長多重光伝送装置の第３の実施形態を示す構成図である。
【図１０】本発明による波長多重光伝送装置の第４の実施形態を示す構成図である。
【図１１】本発明による波長多重光伝送システムの第２の実施形態を示す構成図である。
【図１２】本発明による波長多重光伝送装置の第５の実施形態を示す構成図である。
【図１３】本発明による波長多重光伝送装置の第６の実施形態を示す構成図である。
【図１４】本発明による情報通信装置用局内光インタフェースの第１の実施形態を示す構
成図である。
【図１５】本発明による情報通信装置の第１の実施形態を示す構成図である。
【図１６】本発明による波長多重光伝送システムの第２の実施形態を示す構成図である。
【図１７】本発明による局内インタフェースの第３の実施形態を示す構成図である。
【図１８】図１７の局内インタフェースに対応して設けられるトランスポンダの実施形態
を示す構成図である。
【図１９】本発明による局内インタフェースの第３の実施形態を示す構成図である。
【図２０】本発明による局内インタフェースの第４の実施形態を示す構成図である。
【図２１】本発明によるトランスポンダの第４の一実施形態を示す構成図である。
【図２２】本発明によるトランスポンダの第５の実施形態を示す構成図である。
【図２３】本発明によるトランスポンダの第６の実施形態を示す構成図である。
【図２４】本発明によるトランスポンダの第７の実施形態を示す構成図である。
【符号の説明】
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100・・・トランスポンダ装置 (送信側 )、
102・・・局間側出力光ファイバ、 103・・・局内伝送用光受信機、
104・・・局間伝送用光送信機、 105・・・分離回路、
110・・・トランスポンダ装置 (受信側 )、
111・・・局間側入力光ファイバ、 113・・・局間伝送用光受信機、
114・・・局内伝送用光送信機、 115・・・多重回路、
116・・・トランスポンダ装置（送受信）、
120・・・従来の送信側トランスポンダ装置、 122・・・局間側出力光ファイバ、
123・・・局内伝送用光受信機、 124・・・局間伝送用光送信機、
130・・・従来の受信側トランスポンダ装置、 131・・・局間側入力光ファイバ、
132・・・局内側出力光ファイバ、 133・・・局間伝送用光受信機、
134・・・局内伝送用光送信機、
140・・・本発明の情報通信装置、 141・・・局、 142・・・局内光ファイバ回線、
143・・・局内光ファイバ回線、 144・・・局間光ファイバ回線、 145・・・光合波器、
146・・・光分波器、 147・・・本発明の波長多重光伝送装置（送信側）、
148・・・本発明の波長多重光伝送装置（受信側）、
150・・・従来の情報通信装置、 151・・・線形光中継器、
152・・・従来の波長多重光伝送装置（送信側）、
153・・・従来の波長多重光伝送装置（受信側）、
160・・・波長多重光伝送装置（送信側）、 161・・・光増幅器、
162・・・局間側出力光ファイバ、 163・・・局間側入力光ファイバ、
164・・・波長多重光伝送装置（受信側）、 165・・・波長多重光伝送装置、
166・・・情報通信装置、 167・・・ 166の入出力回線、
170・・・波長多重光伝送装置（中継、ＡＤＭ構成）、
171・・・従来の光中継装置もしくは局間中継用トランスポンダ装置、
172・・・３×３光スイッチ、
180・・・情報通信装置用局内光インタフェース（送信側）、
181・・・局内伝送用光送信機、 182・・・多重回路、
183・・・装置内回線、 184・・・局内側出力光ファイバ、
190・・・情報通信装置用局内光インタフェース（受信側）、
191・・・局内伝送用光受信機、 192・・・分離回路、
193・・・装置内回線、 194・・・局内側入力光ファイバ、
195・・・情報通信装置用局内光インタフェース、
200・・・情報通信装置（ＩＰルータ・スイッチ）、
201・・・ルーティングモジュール、 202・・・スイッチマトリクス、
203・・・ルーティング制御回路、 211・・・入力回線、 212・・・出力回線、
220・・・低速回線終端回路、 221・・・ＳＯＮＥＴ多重回路、
222・・・高速回線終端回路、 223・・・ＳＯＮＥＴヘッダ情報処理回路、
224・・・低速回線ヘッダ情報、 225・・・装置内状態信号、
226・・・高速回線ヘッダ情報、
230・・・局内インタフェース装置、 231・・・低優先度の装置内回線、
232・・・低優先度の装置内回線、 233・・・スイッチ回路、 234・・・スイッチ回路、
235・・・ヘッダ付加回路、 236・・・ヘッダ抽出回路、 237・・・スイッチ制御回路、
238・・・ヘッダ情報、 239・・・スイッチ制御信号、
240・・トランスポンダ装置、 241・・・ヘッダ抽出・誤り訂正回路、
242・・・ヘッダ付加・誤り訂正情報付加回路、 243・・・局内回線ヘッダ情報処理回路、
244・・・ヘッダ情報、 245・・・分岐回路、 246・・・スイッチ回路、
250・・・ルーティング制御回路、 251・・・ルーティングモジュール、
252・・・伝搬遅延差補償回路、 253・・・光合波器、 254・・・光分波器、
260・・・本発明のトランスポンダ装置（送受信）、 261・・・メインフレーム部、
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262・・・波長可変レーザ、 263・・・外部光変調器。

【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】

【 図 ８ 】

【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】
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【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】

【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】

【 図 １ ６ 】

【 図 １ ７ 】

【 図 １ ８ 】
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【 図 １ ９ 】 【 図 ２ ０ 】

【 図 ２ １ 】

【 図 ２ ２ 】

【 図 ２ ３ 】

【 図 ２ ４ 】
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